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別記 北海道立道民活動センター加点審査項目に係る評価の主な視点

※１ 各審査項目ごとの評価の主な視点は次のとおり。

※２ ただし、４の①の「負担金総額」に関する評価事項については、表４「評価方法」

中、「最低入札価格除算方式」による。

【加点審査項目】

１ 正当な事由がない限り住民が施設を利用することを拒まないものであること及び住民

が施設を利用することについて不当な差別的取り扱いをしないものであること。

（配点10点）

① 施設の平等利用に関する運営の方針、障がい者等が平等に利用できる環境の整備に

関する具体的な方法が提案されていること。

② 設置目的に沿った優先取扱いが行われることとなっていること。

③ 優先取扱いを行う範囲が適切なものとなっていること。

④ 利用承認や利用料金の設定に不当な利用拒否又は不平等な取扱いが行われるおそれ

がないこと。

⑤ 優先取扱いに当たっては、他の一般利用者に対する適切な配慮が行われていること。

【主な視点】

ａ それぞれの項目について、業務計画に的確に反映されているか。

ｂ それぞれの項目について、具体的な取扱い（手法）が盛り込まれているか。

２ 業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること。

（配点20点）

① 公募要項に記載する各種の業務を実施するに当たっての総合的な考え方が、効果的

かつ効率的なものであること。

【主な視点】

ａ 管理運営の基本方針等が正確に理解されているか。

ｂ 管理運営の基本方針等が業務計画に的確に反映されているか。

ｃ 基本方針を徹底するための具体的な方策が提案されているか。

ｄ 独自の基本方針を持ち、道の基本方針等と併せた効果的な計画となっているか。

② 業務計画において、維持管理業務の遂行に当たっての考え方、経費の積算や見込み

等が明確かつ適切なものであること。

【主な視点】

ａ 業務処理に関する基本的な考え方が効果的かつ効率的なものとなっているか。

ｂ 維持管理業務が適切に行われることとなっているか。

ｃ 維持管理業務に係る仕様や積算は適切か。

ｄ 管理の目標を達成するための利用者数等の見込みは適切か。

③ 管理運営の基本方針を踏まえた運営方策が、公の施設の目的、関係法令と整合性が

図られており、安全で確実な維持管理等（温室効果ガスの排出抑制に向けた取組を含
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む）が期待できること。

【主な視点】

ａ 関係法令等の遵守の取組が適切に行われることとなっているか。

ｂ 個人情報保護のための取組が行われることとなっているか。

ｃ 環境に配慮する取組（温室効果ガスの排出抑制に向けた取組を含む）が行われる

提案となっているか。

ｄ 安全性向上あるいは事故の未然防止のための対応策が検討されているか。

④ 利用者の利便性向上のための具体的な取組（フリースペースの有効活用とＩＣＴの

活用を含む）が行われていること。

【主な視点】

ａ 受付方法は利用者にとって利用しやすい方法となっているか。

ｂ 利用料金の納付方法は利用者にとって利用しやすい方法となっているか。

ｃ 施設の利用に当たっての規制は適切か。

ｄ 利便性向上のため積極的な取組（フリースペース有効活用とＩＣＴの活用を含む）

が行われる提案となっているか。

ｅ 入居団体等との適切な連携、調整が図られているか。

⑤ 質の高いサービスの提供が期待できること。

【主な視点】

ａ 清潔で、安全な施設設備の提供が期待できるか。

ｂ 受付、案内、表示等が利用者にわかりやすく、適切なものとなっているか。

ｃ 情報提供サービス（施設内容、行事内容等）が充実しているか。

ｄ 幼児、障がい者、高齢者など社会的弱者への配慮に関する提案がなされているか。

ｅ その他、利用者へのサービス向上のための優れた提案がなされているか。

⑥ 利用者ニーズの把握と対応が適切であること。

【主な視点】

ａ 利用者ニーズの把握の方法や内容は適切か。

ｂ 把握したニーズを管理運営に反映させることとなっているか。

⑦ 利用促進を図るための利用料金の柔軟な設定が図られていること。

【主な視点】

ａ 著しく差別的な取扱いとならず、利用者への公平性が確保されているか。

ｂ 施設利用者の利便性を向上させる提案がなされているか。

⑧ 利用促進業務の内容が適切であること。

【主な視点】

ａ 各種媒体を活用した効果的な広報活動の実施が期待できるか。

ｂ ホールやロビーなどを活用した効果的なイベント等が提案されているか。

ｃ 今後の利用者増が期待できる事業となっているか。
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３ 業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の能力を有していること。

（配点20点）

① 業務処理を安定して行うための能力を有していること。

【主な視点】

ａ 知識と経験を有する人材による管理監督体制の確保が図られているか。

ｂ 直営管理と委託管理の考え方が適切か。

② 直接、間接を問わず、類似施設の管理運営実績が複数年あり、業務の経験を生かす

ことが期待できること。

【主な視点】

ａ 類似施設の管理運営に関する実績を有し、知識と経験が培われているか。

ｂ 実績を基に、類似施設の運営結果を施設運営に対する取組に反映させる事となっ

ているか

③ スタッフ配置体制及びスタッフ教育、訓練が充実していること。

【主な視点】

ａ 適正な数のスタッフが配置される運営組織となっているか。

ｂ 教育、訓練、研修など人材育成の取組が行われることとなっているか。

ｃ 専門的な知識を有する職員の確実な確保が見込まれるか。

ｄ 管理、監督体制が適正であるか。

④ 経営基盤が安定していること。

【主な視点】

ａ 各種の経営指標に問題はないか。

ｂ 経営基盤安定のための具体的な取組は行われているか。

ｃ 資産の減少、借入金の増加等経営上問題となる事項はないか。

ｄ 社会的な信用力のある事業実績を有しているか。

ｅ 団体としての迅速・的確な意思決定が行われる体制となっているか。

⑤ ホール、会議室等の利用施設の適切な運営が期待できること。

【主な視点】

ａ 利用料金の設定は適切か。

ｂ 利用料金の減免範囲、方法は適切か。

ｃ 利用料金の管理方法は適切か。

ｄ 稼働率向上のための取組が行われることとなっているか。

４ 収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること。

（配点40点）

① 道が支払う負担金の総額が安価であること。

※決定基準【表４】の負担金に対する評価方法により、評点化することとなる。

② 経費の具体的な縮減方策の内容が適切であること。

【主な視点】



- 4 -

ａ 人件費や光熱水費など、施設設備等の維持管理コストの縮減が図られるものとな

っているか。

ｂ 費用対効果を検討した提案となっているか。

ｃ 省エネやリサイクルに関する提案となっているか。

③ 各種費用の積算内容が適切であること。

【主な視点】

ａ 各種経費は適正な価格で積算されているか。

ｂ 適正な内部留保が確保しうるものとなっているか。

ｃ 公租公課の処理は適切か。

ｄ 各種の積立金の積立てが適正に行われているか。

④ 収支計画の内容が適切であること。

【主な視点】

ａ 経営努力を的確に反映した計画となっているか。

ｂ 収支見積は適切か。

ｃ 事業計画と収支計画の内容は適切か。

ｄ ５年間の指定期間を通じた適正な計画となっているか。

⑤ 施設設備の維持管理に関する考え方が適切であること。

【主な視点】

ａ 施設設備の適切な点検、検査が行われることとなっているか。

ｂ 適切な修繕計画が提案されているか。

ｃ 維持管理に当たっての創意工夫が行われているか。

ｄ 維持管理水準向上のための取組が行われることとなっているか。

⑥ 経営資金が確保されていること。

【主な視点】

ａ 負担金が支払われるまでの間の資金は確保されているか。

ｂ 資金不足が生じた場合の具体的な対応策が検討されているか。

ｃ 収支計画上、損失が発生した年度につき、損失金処理の具体的計画が検討されて

いるか。

ｄ 収支計画上、利益の発生した年度につき、利益金処分の方針が検討されているか。

５ 施設の性質又は目的に応じた加点要素

（配点10点）

① 目標を達成するための具体的かつ効果的な方策が提案されていること。

【主な視点】

ａ 利用者の意見を十分反映できる体制づくりが提案されているか。

ｂ 利用料金収入の確保に係る適切な対応策が提案されているか。

ｃ 各種業務の実施に当たって積極的な提案、提言が行われているか。
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② 複合施設としての特性を生かした施設づくりが期待できること。

【主な視点】

ａ 各種の入居団体との連携を図るための事業が提案されているか。

ｂ 利用者や入居団体などと連携した事業が提案されているか。

ｃ 利用者にとって魅力ある事業が提案されているか。

ｄ その他、複合施設としての特性を生かした優れた提案が行われているか。

③ 指定期間を踏まえた施設の管理運営についての検討が行われていること。

【主な視点】

ａ ５年間の指定期間をどのような意識を持ってどのように管理を行っていく計画と

なっているか。

ｂ 指定期間後の施設設備について、長期間にわたって使用していくことを意識した

検討が行われているか。

④ 自主企画事業の内容が設置目的に沿った効果的なものであること

【主な視点】

ａ 事業の内容が施設の設置目的に沿った適切なものであるか。

ｂ 事業の内容が施設の設置目的の達成に資する効果的なものであるか

ｃ 民間企業等とのタイアップなどより事業効果が高まるような工夫がなされている

か。


